
審査意見への対応を記載した書類（6月） 

（目次）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

１ 博士課程の設置に当たって最も基本的な方針を示す養成する人材像に関する具体的な説

明がないため，具体的かつ明確に記載すること。 （是正事項）・・・３

２ カリキュラム・ポリシーの記載が授業科目の説明に留まっているため，記載を全面に見

直し，どのような教育課程を編成し，学修成果をどのように評価するのか等に関する基本

的な方針を具体的かつ明確に記載すること。  （是正事項）・・・４

３ 審査意見１及び審査意見２のとおり，養成する人材像及びカリキュラム・ポリシーの妥

当性に疑義があり，ディプロマ・ポリシーやアドミッション・ポリシーとの整合性も判断

できない。このため，審査意見１及び審査意見２への対応を踏まえた上で，養成する人材

と３つのポリシーの整合性を明確に説明し，必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・13

４ ディプロマ・ポリシーにおける「地域課題の理解と解決」，「サービスの科学的検証」，

「専門能力開発の推進」という記載について，具体的にどのような能力を修得した者に博

士号の学位を出すのかが不明確であることから，博士前期課程と博士後期課程における修

得する能力の違いを更に明確にした上で，より具体的な記載に改めること。 

（是正事項）・・・14

５ ディプロマ・ポリシーに「サービスの科学的検証」として「自らが関与する保健福祉サ

ービスの効果と効率性を科学的に検証することができる」ことを挙げているが，当該項目

に対応する科目の「保健福祉サービス・アウトカム特論」及び「ヘルスプロモーションシ

ステム特論」が必修科目ではないため，それらの科目を履修しなかった学生が「サービス

の科学的検証」のために必要な能力をどのように修得するのかについて，教育課程の妥当

性の観点から具体的に説明するとともに，必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・16 

６ シラバスの記載について，オムニバス形式で実施する科目における各教員の授業回数が

示されていない科目がある，「到達目標」の書き方が統一されていないなど，不備が散見

されるため，網羅的に確認を行い，適切に改めること。    （改善事項）・・・17 

７ 修了要件について,「研究科委員会がすぐれた研究業績を上げたと認める学生について

は，２年以上在籍すれば足りるものとする。」とあるが，どのような研究業績についてど

のような手続きで「認める」ものであるかが不明瞭であるため，具体的に説明すること。 

（改善事項）・・・18 

８ 授業科目について，以下の点を明確に説明するとともに，必要に応じて適切に改めるこ

と。 

（１）ディプロマ・ポリシーにおいて「地域課題の理解・解決」，「サービスの科学的検

証」といった包括的な方針を掲げているにもかかわらず，「作業遂行障害学」のように学
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部教育段階で履修するような特定の障害に特化した授業科目が見受けられるので，博士後

期課程の授業科目として適切な内容及び名称になっているか網羅的に確認すること。 

（２）「ヒューマンサービス分野」の「サービス」という文言について，ディプロマ・ 

ポリシーにおける「サービス」との違いが不明確であるため，「サービス」の定義を明確

にした上で，具体的に説明すること。 （改善事項）・・・19

９ アドミッション・ポリシーとして, 「保健福祉において専門職としての実務経験をも

ち，修士課程において保健福祉における研究を行い，論文を執筆した経験があり」として

いるが，実務経験や論文を執筆した経験についての具体的な基準が記載されていないた

め，具体的に記載すること。  （是正事項）・・・20

10 社会人学生の入学者選抜における評価基準及び長期履修生の学納金の取扱いが不明確であ

るため，入学者選抜時に学生に対し示す資料を検討の上，具体的に記載すること。 

  （改善事項）・・・21

11 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから，教育研究の継続性を踏まえ，若手教

員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。 （改善事項）・・・23

12 社会的な人材需要の動向及び学生確保の見通しの根拠となる客観的なデータとして示さ

れている，大学院教育(博士後期課程)に対するニーズ調査が平成 30年に実施されたもの

であるが，それ以降における新しい客観的なデータを示して説明することが望ましい。 

 (改善事項)・・・24

13 社会的な人材需要の動向の根拠として，関連職能団体からの要望書や大学院教育(博士後

期課程)に対するニーズ調査等を挙げているが，本研究科の教育課程等の内容がこれらに

適切に対応しているかが不明確であるため，改めて具体的に説明すること。 

（改善事項）・・・28
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

１ 博士課程の設置に当たって最も基本的な方針を示す養成する人材像に関する具体的な説明が 

ないため，具体的かつ明確に記載すること。 

（対応） 

  設置の趣旨等を記載した書類に「養成する人材像と教育目標」の項目を設けました（p.６）。 

３ 養成する人材像と教育目標 

（１）養成する人材像 

県立広島大学総合学術研究科保健福祉学専攻では，地域が抱える保健福祉サービスの課題を科学的

に実証し，その保健福祉サービスを実践現場で浸透させる能力を有し，生涯にわたり専門能力開発

を続け，保健福祉専門職全般の生涯学修を促進する研究力・実践力・教育力の全てを備えた高度専

門職業人を育成する。具体的に，高度専門職業人とは，①地域が抱える保健福祉サービスの課題を

科学的に探究することができ，さらに，実践現場に還元することができる大学などで働く研究者，

②地域が抱える保健福祉サービスの課題を理解し，それらを解決するための研究を実施し，その結

果を実践現場で浸透させることができる保健福祉分野で働く実践現場のリーダー，③自身の専門能

力の開発（Professional Development）に加えて，多職種が抱える課題を理解し,研究指導などを

行い，保健福祉専門職全般の専門能力の開発を促進することができる実践現場や大学などで働く教

育者である。 

（２）教育目標 

このような高度専門職業人を育成するために，以下の教育目標を定める。 

博士課程前期では，①地域が抱える保健福祉サービスの課題に関連する背景を理解し，研究課題を

明確にし，その課題を解明するための適切な研究手法を選択できる，②科学的検証を通して得られ

た知見を実践現場に還元することができる，③自らの経験を通して生涯にわたり自らの専門能力の

開発に取り組むことができる人材を育成する。 

博士課程後期では，①地域が抱える保健福祉サービスの課題に対して，研究者として自立して科学

的に実証することができる，②実践現場のリーダーとして，科学的に実証された保健福祉サービス

を現場に浸透させることや制度に反映させることを主導することができる，③自身の専門能力の開

発に加えて，多職種の教員が実施する科目を履修し，学際的に学修することで，幅広い学識を養

い，多職種に対しても研究指導・実践指導などができ，保健福祉専門職の専門能力開発を促進する

ことができる人材を育成する。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

２ カリキュラム・ポリシーの記載が授業科目の説明に留まっているため，記載を全面的に見直

し，どのような教育課程を編成し，学修成果をどのように評価するのか等に関する基本的な方

針を具体的かつ明確に記載すること。 

（対応） 

設置の趣旨等を記載した書類の「カリキュラム・ポリシー」の記載を見直し，加筆・修正しまし

た。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（10ページ） 

新 旧 

１ カリキュラム・ポリシー 

博士課程後期では，「養成する人材像」で述

べた教育目標を踏まえ，ディプロマ・ポリシ

ーに掲げた「地域が抱える保健福祉サービス

の課題を科学的に探究し，その保健福祉サー

ビスを実践現場で浸透させる能力を有し，生

涯にわたり専門能力開発を続け，保健福祉専

門職全般の生涯学修を促進する研究力・実践

力・教育力を備えた高度専門職業人の育成」

を実現するため，以下のカリキュラム・ポリ

シーに基づいて教育課程を編成し，実施す

る。 

① 研究における倫理的な配慮を身につける

とともに，適切な方法論を用いて自ら研究を

推進し，その成果発表に取り組む教育を行う

ための科目を配置する。 

②地域社会における保健福祉分野の課題を専

門的，及び学際的に学び，科学的観点からそ

の解決方法を模索し，実践できる能力を修得

するための科目を配置する。 

③ 多様な保健福祉サービスの課題とその解

決法や科学的に検証する方法を学修し，保健

福祉専門職の専門能力開発を促進できる能力

を培う教育を行うための科目を配置する。 

④ 学修成果は，授業における議論への参加

度，レポートや特別研究の完成度等により総

合的に評価を行う。 

（１）ディプロマ・ポリシーとの関連 

１ カリキュラムポリシー 

博士課程前期では，保健福祉分野における専

門職業人としての能力を高め，実践，研究，

教育を行うことのできる高度専門職業人の育

成を目指し，博士課程後期では，保健福祉分

野における実践，研究，教育においてリーダ

ーシップを発揮し，多職種連携で提供される

サービスの質の維持・向上のための管理能力

を修得した人材育成を目指す。 

博士課程後期のディプロマポリシーに掲げた

「地域特有の課題に対する科学的に実証され

たサービスを提供しうる能力を有し，生涯に

亘り専門能力開発を続け，保健福祉専門職の

生涯発達を促進する人材の育成」を実現する

ために，共通科目，専門支持科目，専門科目

を配置する。 

共通科目として４科目を配置する。地域特有

の課題を深く理解し，多様な解決法を修得す

るために，「地域課題解決特論」を必修科目

とする。「情報伝達技術特論」，「保健福祉サ

ービス・アウトカム特論」，「専門能力開発特

論」は，どの専門分野領域においても有用と

なる知識を学修できる科目であり，この３科

目から最低１科目を選択することとする。 

専門支持科目には，他職種や地域社会と連携

して課題解決に当たる能力の育成を図る４科

目を配置する。保健福祉の特定の分野領域に

おいて，既存のサービスの効果を検証しなが

ら地域課題の解決に取り組み，より専門的な
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上記のカリキュラム・ポリシーに基づき，以

下のように教育課程を編成することにより， 

3つのディプロマ・ポリシーを達成する。な

お，科目構成は，保健福祉全般にかかる「共

通科目」，学生の研究課題や所属する分野領

域，将来の進路に応じた「専門支持科目」，

各専門分野・領域ごとの「専門科目」に分類

している。 

ア カリキュラム・ポリシー①

適切な方法論を用いて自立した研究活動を行

い，その成果発表に取り組むにあたり，各分

野・領域ごとの専門科目に「特別研究」を配

置する。 

「特別研究」では，学生の研究テーマに関連

させて地域課題を発見・理解し，データ収集

と解析を通して保健福祉サービスの科学的な

検証を行うとともに，公正な研究者としての

ディスカッションを通して批判的吟味を行う

ことができる能力を修得する。 

研究倫理教育については，全学生が入学後早

期に eラーニングにより受講することとして

いる。さらに，専門科目で多様な研究におけ

る倫理的配慮についての知識を得ることによ

り，課程修了後に学際的な研究において適切

な倫理的配慮を行うことができる。 

これらの科目を通して，倫理的配慮を含めた

適切な方法論を用いて自ら研究を推進し，そ

の成果発表に取り組むことにより，ディプロ

マ・ポリシー（ア）に掲げる「地域が抱える

保健福祉サービスの課題に対する科学的検

証」を実現する。 

イ カリキュラム・ポリシー②

保健福祉全般にかかる地域が抱える保健福祉

サービスの課題の理解と，多様な解決方法の

模索，およびその実践に関する知識と技能を

修得する科目を配置する。「地域課題解決特

論」では，地域における保健福祉の課題の早

専門能力開発の方法を学修する。「職種間マ

ネジメント特論」では，地域包括ケアにおけ

る多職種連携を中心に，専門能力開発にもつ

ながる職員研修の方法を含めたマネジメント

の知識と技能を修得する。乳幼児から成人を

対象とした多職種連携による支援については

「生涯発達支援統合特論」で，高齢者を対象

とした多職種連携による支援については「高

齢者支援統合特論」で，住民全体を対象とし

た疾病・障害予防については「ヘルスプロモ

ーションシステム特論」で学修することとす

る。学生がサービス提供を行う対象および職

場や地域でのポジションに応じて，関連深い

科目をこの４科目中最低２科目選択こととす

る。 

専門科目では，自立して研究を行い，博士論

文を完成させるために必要な科目を配置し

た。本課程は，保健福祉の多様な分野領域に

おいて，効果的な職種間連携を促進するリー

ダーシップの育成を目指していることから，

学生の主研究指導教員が所属する分野領域以

外から，特別講義２単位と特別演習２単位を

選択することとする。地域保健学・実践看護

学，運動行動障害学，作業遂行障害学，コミ

ュニケーション障害・脳科学，ヒューマンサ

ービスに区分されている分野領域において，

特別講義では，当該分野に所属する教員が，

自らの研究テーマについて講義し，特別演習

では，研究手法について演習を含めて，具体

的に教授する。学生は，保健福祉に含まれる

多様な研究テーマについて知ることで視野を

広げ，倫理的配慮を含めた多様な研究方法を

学修することができる。 

研究倫理教育については，全学生が入学後早

期に eラーニングにより受講することとして

いる。さらに，専門科目で多様な研究におけ

る倫理的配慮についての知識を得ることによ

り，課程修了後に学際的な研究において適切

な倫理的配慮を行うことができる。 
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期発見と解決の方途を探る。「情報伝達技術

特論」では，保健福祉において情報通信技術

やロボットなどを活用した最先端の技術を学

修する。「保健福祉サービス・アウトカム特

論」では，保健福祉サービスについて深く理

解し，その解決法や研究手法を修得する。こ

の３科目は，共通科目に含まれる。全ての専

門分野・領域において基礎的科目となる「地

域課題解決特論」は必修科目とし，「情報伝

達技術特論」，「保健福祉サービス・アウトカ

ム特論」は選択科目とする。 

これらの科目を通して，地域社会における保

健福祉サービスの課題を専門的，及び学際的

に学ぶことにより，ディプロマ・ポリシー

(イ)に掲げる「保健福祉サービスの実践」を

達成する。 

ウ カリキュラム・ポリシー③

自身の専門能力の開発に加えて，多職種や地

域社会と連携して課題解決に当たる能力の育

成を図る科目を配置する。共通科目の「専門

能力開発特論」では，多職種連携における専

門能力開発の推進を効果的に実行するための

知識と技能を修得する。専門支持科目の「ヘ

ルスプロモーションシステム特論」は，多様

な健康レベルの個人と地域のヘルスプロモー

ションにおけるサービスの科学的検証と，サ

ービスの質を高めるための専門能力開発の必

要性を学修するために必修科目とする。「職

種間連携マネジメント特論」では，地域包括

ケアにおける多職種連携を中心に，専門能力

開発にもつながる職員研修の方法を含めたマ

ネジメントの知識と技能を修得する。乳幼児

から成人を対象とした多職種連携による支援

については「生涯発達支援統合特論」で，高

齢者を対象とした多職種連携による支援につ

いては「高齢者支援統合特論」で学修するこ

ととする。学生がサービス提供を行う対象及

び職場や地域でのポジションに応じて，専門

各科目の概要は，次の通りである。 

 （１）共通科目 

  共通科目は，保健福祉全般にかかる地域

課題解決に必要な知識と技能を修得する次の

４科目とする。 

ア 地域課題解決特論

地域（広島県）における保健福祉の課題の早

期発見と解決の方途を探る。県民に対する戦

略的サービスの提供の仕組みを教授し，持続

可能な地域社会構築のための生活支援，災害

医療，在宅医療，地域保健，精神保健等の課

題解決を学修する。 

この科目は，保健福祉全般にかかる「地域課

題の理解と解決」における知識と技能を修得

するため，必修科目とする。 

イ 情報伝達技術特論

保健福祉において，将来その活用と普及が不

可欠になると考えられる最先端の技術につい

て学修する。具体的には，現在展開されてい

る在宅医療での情報通信技術（ICT）やリハ

ビリテーション・介護におけるロボット等の

活用と，その今後の可能性について検討す

る。地域課題の解決のために利用できる最先

端研究を学修する。ICTに精通することによ

り，「地域課題の理解と解決」の方法を広く

考えることができる。ICTを活用するスキル

を取り入れた「専門能力開発の推進」を行う

ことができる。 

ウ 保健福祉サービス・アウトカム特論

疾病予防から生活支援まで幅広い分野を網羅

している保健福祉サービスについて深く理解

する。また，サービスを実施するに当たり得

られたデータや評価に用いられている統計学

的手法や質的研究法，更にサービス開発の方

法について探究する。多様な研究方法を修得

することにより，「サービスの科学的検証」

について深く理解することができ，「専門能

力開発の推進」におけるプログラムを考案す
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支持科目の「職種間マネジメント特論」，「生

涯発達支援統合特論」，「高齢者支援統合特

論」から最低１科目選択することとする。 

また本課程は，他職種に対しても研究指導・

実践指導などができる人材の育成を目指して

いることから，学生の主研究指導教員が所属

する分野領域以外から，専門科目である「特

別講義」と「特別演習」を選択することとす

る。「特別講義」では，他分野・他領域にお

ける保健福祉の課題とその解決法を科学的に

検証しながら，各分野・領域の担当教員の研

究テーマから具体例を通して学修する。「特

別演習」では，他分野・他領域における科学

的研究の方法論と専門能力開発の推進につい

て，担当教員の研究テーマから具体例を通し

て学修する。保健福祉に含まれる多様な研究

テーマについて知ることで視野を広げ，倫理

的配慮を含めた多様な研究方法を学修する。 

これらの科目を通して，自身の専門能力の開

発に加えて，多職種の教員が実施する科目を

履修し，学際的に学修することで，幅広い学

識を養い，多職種に対しても研究指導・実践

指導などができ，保健福祉専門職の専門能力

の開発を促進することができる能力を培うこ

とにより，ディプロマ・ポリシー（ウ）に掲

げる「保健福祉専門職に対する専門能力の開

発の促進」を実現する。 

エ カリキュラム・ポリシー④

カリキュラム・ポリシー①〜③に基づく各授

業科目における到達目標の達成度合いは，デ

ィプロマ・ポリシーで掲げる「地域が抱える

保健福祉サービスの課題に対する科学的検

証」，「保健福祉サービスの実践」，「保健福祉

専門職に対する専門能力の開発の促進」の 3

つの能力が身についているかという観点から

総合的に評価することとし，カリキュラム・

ポリシー④を設定する。各授業科目の達成度

合いについての評価の客観性は，各科目担当

ることができる。 

エ 専門能力開発特論

保健福祉における専門職の資格取得レベルの

教育から生涯にわたる専門能力開発に関する

教育政策，教育方法論について考察する。世

界保健機関及び我が国の高等教育政策の枠組

みを踏まえた上で，それを展開するための方

法論と倫理について探究する。「専門能力開

発の推進」を効果的に実行するための知識と

技能を修得する。 

（２）専門支持科目 

専門支持科目は，専門科目に関連する医療を

含む保健福祉領域の知識と技能を修得する次

の４科目とする。学生の研究課題や所属する

分野領域に即して学修する科目である。 

ア 職種間連携マネジメント特論

医療を含む保健福祉において必要とされる多

職種連携の実際とその管理体制について教授

する。特に，地域包括ケアにおける保健-医

療-福祉-介護のシームレスな繋がりをいかに

効率的・効果的に構築し維持するかという問

題について考察する。地域課題解決のために

必要な職種間連携にかかるマネジメントにつ

いて学修する。この科目の修得により，職種

間連携サービスについて理解を深めること

で，「地域課題の理解と解決」を広い視野で

考え，多職種によるチームとしての「専門能

力開発の推進」を考えることができる。 

イ 生涯発達支援統合特論

職種間連携による生涯発達支援を，より高次

のレベルで統合して実践するための知識と技

能を修得する。生涯発達には胎児から成人に

至るまでの心身機能発達，家庭や組織内での

社会的役割，退職後の社会参加までを含む。

生涯発達支援に関連する「地域課題の理解と

解決」において，関連職種と関係機関が機能

的に連携するための知識と技能を修得するこ

とを目標とする。 
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教員が本ポリシーの観点から評価することに

より確保される。 

（２）科目の概要 

ア 共通科目

共通科目は，保健福祉全般にかかる地域にお

ける保健福祉サービスの課題解決とその能力

の育成に必要な知識と技能を修得する次の４

科目とする。 

（ア）地域課題解決特論 

現在から将来ビジョンを構想する中で地域に

おける保健福祉の課題を多角的な視点から分

析し，早期発見と解決の方途を探る。住民に

対する戦略的サービスの職種間連携と提供の

仕組みを教授し，持続可能な地域社会構築の

ための生活支援，災害支援，在宅医療，地域

保健，精神保健等の課題を組織レベルで改革

することについて探究する。 

地域社会における保健福祉分野の課題を学

び，解決方法を模索し，提案できる能力を修

得するための科目に位置付けられる。全ての

専門分野・領域における基礎的科目に位置付

いており，必修科目とする。 

（イ）情報伝達技術特論 

保健福祉において，将来その活用と普及が不

可欠になると考えられる最先端の技術につい

て学修する。具体的には，現在展開されてい

る在宅医療での情報通信技術（ICT）やリハ

ビリテーション・介護におけるロボット等の

活用と，その今後の可能性について検討す

る。地域課題の解決のために利用できる最先

端研究を学修する。 

(ウ)保健福祉サービス・アウトカム特論 

疾病予防から生活支援まで幅広い分野を網羅

している保健福祉サービスについて深く理解

する。また，サービスを実施するに当たり得

られたデータや評価に用いられている統計学

的手法や質的研究法，更にサービス開発の方

法について探究する。 

ウ 高齢者支援統合特論

多職種協働による高齢者支援を，保健福祉の

各レベルにとどまらず，より高次のレベルで

統合して実践するための知識と技能を修得す

る。加齢による代表的な疾病や障害を有する

高齢者支援について，事例を通してより実践

的に学び，高齢者がより質の高い生活を送る

ための支援やサービスの課題について討議す

る。これらを通して，新たな資源やサービス

を提案する力を涵養する。高齢者支援に関連

する「地域課題の理解と解決」において，関

連職種と関係機関が機能的に連携するための

知識と技能を修得することを目標とする。 

エ ヘルスプロモーションシステム特論

健康的な個人と地域を維持・増進するための

多面的な方法について統合的に学修する。個

人や地域が抱える葛藤やディレンマを解消

し，より健康的な社会へと導くためのシステ

ムを考案する能力を修得する。持続的にヘル

スプロモーションが可能となるシステムを創

造するための「保健福祉サービスの検証」と

「専門能力開発の推進」を行う能力を修得す

ることを目標とする。 

（３）専門科目 

専門科目には各分野・領域に特別講義・特別

演習及び特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを置く。特別講

義では，各分野領域における「地域課題の発

見と理解」，「サービスの科学的検証」を理解

し，保健福祉専門職者としての「専門能力開

発の推進」の方法を学修する。特別演習で

は，各分野領域における研究の具体的データ

を用いて「サービスの科学的検証」について

具体的に知り，「専門能力開発の推進」に必

要な指導法を学修する。特別研究では，学生

の研究テーマにおいて「地域課題の発見と理

解」に関する理解を深め，データ収集と解析

を通して「サービスの科学的検証」を行い，

公正な研究者としてのディスカッションを通
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（エ）専門能力開発特論 

保健福祉における専門職の資格取得レベルの

教育から生涯にわたる専門能力開発に関する

教育政策，教育方法論について考察する。世

界保健機関及び我が国の高等教育政策の枠組

みを踏まえた上で，それを展開するための方

法論と倫理について探究し，多職種が連携し

て質の高いサービスが提供できる生涯研修シ

ステムを考案するための知識と技能を修得す

る。 

イ 専門支持科目

専門支持科目は，学生の研究課題や所属する

分野・領域，将来の進路に応じて学修する４

科目とする。多職種や地域社会と連携して課

題解決に当たる能力の育成を図るために必要

な知識と技能を修得する科目である。学生の

研究課題や所属する分野・領域に即して学修

する科目である。 

（ア）職種間連携マネジメント特論 

医療を含む保健福祉において必要とされる多

職種連携の実際とその管理体制について教授

する。特に，地域包括ケアにおける保健-医

療-福祉-介護のシームレスな繋がりをいかに

効率的・効果的に構築し維持するかという問

題について考察する。地域課題解決のために

必要な職種間連携にかかるマネジメントにつ

いて学修する。この科目の修得により，職種

間連携サービスについて理解を深めること 

で，「地域課題の理解と解決」を広い視野で

考え，多職種によるチームとしての「専門能

力開発の推進」を考えることができる。 

（イ）生涯発達支援統合特論 

生涯発達には胎児から成人に至るまでの心身

機能発達，新婚期，育児期，教育期，排出

期，向老期，退隠期の各時期における家族や

組織内での社会的役割の変化を含む。それぞ

れの特徴，課題を理解した上で，疾病や障害

を有する対象者とその家族への各専門領域に

して「専門能力開発の推進」に必要なリーダ

ーシップ能力を修得する。 

ア 地域保健学・実践看護学特別講義・特別

演習 

今日の地域における主要な健康課題（がんや

生活習慣病，精神障害，発達障害等）及び少

子高齢社会における地域包括ケアの諸課題に

ついて理解し考察する。また，それらの課題

に対するヘルスケアの展開方法について，看

護学及び関連分野の 知見から学修する。 

イ 運動行動障害学特別講義・特別演習

脳機能，筋骨格，神経と運動行動の関連性を

理解する。運動行動障害の種類を知り，予防

法及び障害発生時の対処法を学修する。今日

のリハビリテーションにおける運動行動障害

に関連する最新の研究を理解し，保健・医

療・福祉における課題を見出し，解決法を探

究する。 

ウ 作業遂行障害学特別講義・特別演習

作業遂行障害の評価法，原因，解決法につい

て概説する。作業遂行は，人－環境－作業の

相互作用及びトランザクションにより生じる

という現象を，医学，作業療法学，リハビリ

テーション科学等の視点で理解し，効果的な

介入方法を探究するための知識を学修する。 

エ コミュニケーション障害・脳科学特別講

義・特別演習 

今日の地域におけるリハビリテーションのう

ち，脳神経機能障害や言語聴覚療法に関連す

る状況を中心に考察する。そして，それらの

課題に対するリハビリテーションの展開方法

について，臨床神経学，言語聴覚療法及び関

連分野の知見から深く学び，コミュニティヘ

ルスの発展に寄与する言語聴覚療法の実践的

な役割について学修する。 

オ ヒューマンサービス特別講義・特別演習

今日の地域における保健・医療・福祉・介護

等のヒューマンサービスに関連す 

る状況と諸課題について考察する。そして，
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おける支援を考察する。また，事例を用い

て，職種間連携による生涯発達支援の実際を

理解し，連携のあり方を探究する。 

（ウ）高齢者支援統合特論 

職種間連携による高齢者支援を，より高次の

レベルで統合して実践するための知識と技能

を修得する。加齢による代表的な疾病や障害

を有する高齢者支援について事例を通して既

存のサービスを多側面から分析し，高齢者が

より質の高い生活を送るための支援やサービ

スの課題について探究する。これらを通し

て，新たな資源やサービスを提案する。 

（エ）ヘルスプロモーションシステム特論 

多様な健康レベル・領域のヘルスプロモーシ

ョンに関する国内外の実践例について，その

成果の検証方法や妥当性をエビデンスレベル

も考慮したうえで考察する。そのうえで，個

人や地域が抱える健康課題を解決し，より健

康的な社会へと導くための持続可能なシステ

ムを考案し，成果の検証方法について言及す

る。さらに，そのシステムを構築・維持・発

展させるための保健福祉人材の能力開発方法

を提案する。 

多様な健康レベル・領域のヘルスプロモーシ

ョンにおいて，効果的な多職種連携を促進で

きる能力を修得するための科目に位置付けら

れる。全ての専門分野領域における基礎的科

目であるため必修科目とする。 

ウ 専門科目

専門科目は，各分野・領域に特別講義・特別

演習及び特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを置く。 

特別講義では，その領域を自らの専門としな

い学生が，他領域の研究テーマ，研究法，倫

理的配慮，及び専門能力開発の推進に関する

知識や技能を学修することで視野を広げ，保

健福祉チームにおいて学際的に活動し，リー

ダーシップを発揮するための基礎を養う科目

に位置付けられる。 

それらの課題に対する身体的・心理的・社会

的支援の展開方法について，ヒューマンサー

ビス分野の知見から深く学ぶ。特にコミュニ

ティヘルスの発展を意図した学修を深める。 

カ 分野領域毎の特別研究Ⅰ

博士論文作成のための文献検索とレビュ

ー，倫理的配慮を含む研究計画を行う。文献

レビューを通して，「地域課題の理解と解

決」について具体的に学修する。 

キ 分野領域毎の特別研究Ⅱ

特別研究Ⅰで作成した研究計画に基づき，デ

ータ収集と解釈，その際の倫理的配慮につい

て学修する。学会発表抄録と投稿論文を作成

する。データ収集と解釈のプロセスを通し

て，「サービスの科学的検証」について理解

を深める。 

ク 分野領域毎の特別研究Ⅲ

博士論文を作成し投稿する。その際の倫理的

配慮について学修する。研究発表と効果的な

ディスカッションを学修する。「サービスの

科学的検証」において，研究成果の批判的検

討が不可欠であり，学際的ディスカッション

が「専門能力開発の推進」を導くことを学修

する。 
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特別演習では，その領域を自らの専門としな

い学生が，他領域で行われた研究や専門能力

開発の方法に対して批判的吟味を行い，多様

な実践と研究，教育の応用・発展について検

討することで，保健福祉チームにおいて学際

的に活動し，リーダーシップを発揮する力を

向上させる科目に位置付けられる。 

特別研究 Iは，学生の博士論文作成過程第一

段階に位置付けられ，博士論文作成過程を通

して，研究における倫理的な配慮を身につけ

るとともに，適切な方法論を用いて自ら研究

を推進し，その成果発表に取り組む知識・技

能・態度を修得する。なお，学生は主研究指

導教員が担当する特別研究Ⅰを履修しなけれ

ばならない。特別研究Ⅱは，博士論文作成過

程第二段階に位置付けられ，学術的・学際的

なディスカッションやそのための企画・運営

を通して，研究における倫理的な配慮を身に

つけるとともに，適切な方法論を用いて自ら

研究を推進し，その成果発表に取り組む知

識・技能・態度を修得する。なお，学生は主

研究指導教員が担当する特別研究Ⅱを履修し

なければならない。特別研究Ⅲは博士論文作

成過程最終段階に位置付けられ，学術的・学

際的なディスカッションやそのための企画・

運営，研究発表・論文投稿を通して，研究に

おける倫理的な配慮を身につけるとともに，

適切な方法論を用いて自ら研究を推進し，そ

の成果発表に取り組む知識・技能・態度を修

得する。なお，学生は主研究指導教員が担当

する特別研究Ⅲを履修しなければならない。 

各領域で扱う内容は次のとおりである。 

（ア）地域保健学・実践看護学 

今日の主要な健康課題（がんや生活習慣病，

精神障害，発達障害等）及び少子高齢社会に

おける地域包括ケアの諸課題，それらの課題

に対するヘルスケアの展開方法や看護学及び

関連分野の研究と人材の能力開発の方法を理

解し，これらの向上と発展に向けて探究す
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る。 

（イ）運動行動障害学 

脳機能，筋骨格，神経と運動行動の関連性を

理解する。運動行動障害の種類を知り，予防

法及び障害発生時の対処法を学修する。今日

のリハビリテーションにおける運動行動障害

に関連する最新の研究を理解し，保健・医

療・福祉における課題を見出し，解決法を探

究する。 

（ウ）作業遂行障害学 

疾患や心身機能障害，人生の移行期に生じる

作業遂行障害を理論を理解する。作業遂行障

害の種類を知り，予防法と対処法を理解す

る。健康的なライフスタイルにおける作業遂

行障害に関連する最新の研究を理解し，保

健・医療・福祉における課題を見出し，解決

法を探究する。 

（エ）コミュニケーション障害・脳科学 

コミュニケーション障害, 高次脳機能障

害，及び摂食嚥下障害に関連するリハビリテ

ーションについての最新の研究を理解し，保

健・医療・福祉における課題を見出し，解決

法を探究する。これらの課題に対するリハビ

リテーションの展開方法について，臨床神経

学，言語聴覚療法学，及び関連分野の知見か

ら科学的に検証し，コミュニティヘルスの発

展に寄与する言語聴覚療法の実践的な役割に

ついて考察する。 

（オ）ヒューマンサービス 

生活問題を個人，家族，社会それぞれの側

面，及び全体システムとして理解・解決する

ための包括的支援体系であるヒューマンサー

ビスに関連する最新の研究を理解し，保健・

医療・福祉・介護の連携促進と効果的な機能

発揮のための具体的な展開と検証の方策を，

実践的に修得する。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

３ 審査意見１及び審査意見２のとおり，養成する人材像及びカリキュラム・ポリシーの妥当性

に疑義があり，ディプロマ・ポリシーやアドミッション・ポリシーとの整合性も判断できな

い。このため，審査意見１及び審査意見２への対応を踏まえた上で，養成する人材と３つのポ

リシーの整合性を明確に説明し，必要に応じて適切に改めること。 

（対応） 

 設置の趣旨等を記載した書類に「２ 養成する人材と３つのポリシーの整合性」の項目を設け

ました（p.17）。 

図２ ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシーの関連 

 保健福祉における専門職としての実務経験をもつ人を入学させることにより，地域課題を

より具体的に理解し解決するための学修ができると考える。保健福祉分野では多職種協働で

行われるサービスが多く，多職種と共に実行可能な専門能力開発のシステムを考える際に

も，実務経験が役立つ。修士課程において研究を行い，論文を執筆した経験がある人を入学

させることにより，学際的・学術的ディスカッションを，批判的及び省察的に行うことが可

能となると考える。修士課程で自らの専門分野の研究によりサービス効果の検証を行った経

験があれば，多職種協働で行われるサービスの科学的検証へと発展することが容易となる。

修士課程での研究の経験は，他分野の特別講義と特別演習を履修することにより，多様な研

究手法を理解し，ディスカッションを行う基盤となると考える。自らの知識と経験に根差し

た研究課題をもっている人を入学させることにより，保健福祉サービスを実行するだけでな

く，サービスの成果を科学的に検証しながら，継続的にサービスの質の向上を先導するリー

ダーを育成することができる。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

４ ディプロマ・ポリシーにおける「地域課題の理解と解決」，「サービスの科学的検証」，「専門

能力開発の推進」という記載について，具体的にどのような能力を修得した者に博士号の学位

を出すのかが不明確であることから，博士前期課程と博士後期課程における修得する能力の違

いを更に明確にした上で，より具体的な記載に改めること。 

（対応） 

  「ディプロマ・ポリシー」に，博士前期課程と博士後期課程における修得する能力の違いを具

体的に記載しました。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（６～７ページ） 

新 旧 

４ ディプロマ・ポリシー（学位授与の方

針） 

（１）博士課程前期（修士課程） 

修士課程の修了生が身につけるべき資質・能

力である以下のディプロマ・ポリシーを達成

した者に修士の学位を授与する。 

ア 地域課題の理解と解決

地域が抱える保健福祉サービスの課題に関連

する背景を理解し，研究課題を明確にし，そ

の課題を解明するための適切な研究手法を選

択できる。（博士前期課程：養成する人物像

①に関連） 

イ 保健福祉サービスの科学的検証

科学的検証を通して得られた知見を実践現場

に還元することができる。（博士前期課程：

養成する人物像②に関連） 

ウ 専門能力開発の推進

保健福祉分野における専門職として自己の実

践を省察し，自身の専門能力開発に取り組

み，質の高い実践を行うことができる。（博

士前期課程：養成する人物像③に関連） 

（２）博士課程後期 

博士課程の全ての修了生が身に付けるべき資

質・能力である以下のディプロマ・ポリシー

を達成した者に博士の学位を授与する。 

３ ディプロマポリシー 

県立広島大学総合学術研究科保健福祉学専攻

では，地域において保健福祉分野の発展に貢

献できる研究力と教育力を備えた高度専門職

業人を育成する。博士課程前期と博士課程後

期との違いは，研究力と教育力の程度，自身

の専門以外の保健福祉における知識の程度で

ある。博士課程後期において，保健福祉学の

より高度な知識と技能を幅広く修得すること

で，地域特有の課題に対する科学的に実証さ

れたサービスを提供しうる能力を有し，生涯

に亘り専門能力開発を続け，保健福祉専門職

の生涯発達を促進する人材を育成する。本課

程の修了者には，保健福祉における指導的役

割が期待できる。 

（１）博士課程前期（修士課程） 

博士課程前期（修士課程）においては，保健

福祉分野における専門職業人としての能力を

高め，実践，研究，教育を行うことのできる

高度専門職業人を育成する。この課程で育成

する高度専門職業人とは，次の能力を有し，

研究指導を受けながら研究を行い，修士論文

を完成させ，修士の学位が授与される者をい

う。 

ア 地域課題の理解と解決
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ア 地域が抱える保健福祉サービスの課題に

対する科学的検証 

地域が抱える保健福祉サービスの課題に対し

て，研究者として自立して科学的に検証する

ことができる。（博士課程後期：教育目標①

に関連） 

イ 保健福祉サービスの実践

地域が抱える保健福祉サービスの課題を理解

し，様々な手法を用いて解決することがで

き，その保健福祉サービスを現場に浸透させ

ることや制度に反映させることができる。

（博士課程後期：教育目標②に関連） 

ウ 保健福祉専門職の専門能力の開発の促進

自身の専門能力の開発に加えて，多職種の教

員が実施する科目を履修し，学際的に学修す

ることで，幅広い学識を養い，多職種に対し

ても研究指導・実践指導などができ，保健福

祉専門職の専門能力の開発を促進することが

できる。（博士課程後期：教育目標③に関

連） 

保健福祉における地域課題を分析し，理解

し，課題解決のために，必要に応じて適切な

他専門職と連携する能力を有している。 

イ サービスの科学的検証

自らが関与する保健福祉サービスの効果と効

率性を科学的に検証することができ 

る。 

ウ 専門能力開発の推進

保健福祉分野における専門職として自己の実

践を省察し，自身の専門能力開発

（Professional Development）に取り組み，

質の高い実践を行うことができる。 

 博士課程前期入学者は，入学時点で保健福

祉における専門的資格を取得していることか

ら，自らの専門領域における一定レベルの知

識と技能を修得している。修了者は，さらに

具体的なテーマについての専門性を高めると

共に，必要に応じて適切な他専門職と連携す

る能力をもつ。修了者は生涯にわたり自らの

専門能力開発を継続する人材となる。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

５ ディプロマ・ポリシーに「サービスの科学的検証」として「自らが関与する保健福祉サービ

スの効果と効率性を科学的に検証することができる」ことを挙げているが，当該項目に対応す

る科目の「保健福祉サービス・アウトカム特論」及び「ヘルスプロモーションシステム特論」

が必修科目ではないため，それらの科目を履修しなかった学生が「サービスの科学的検証」の

ために必要な能力をどのように修得するのかについて，教育課程の妥当性の観点から具体的に

説明するとともに，必要に応じて適切に改めること。 

（対応） 

授業科目の内容を詳しく示しました。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（13～14ページ） 

新 旧 

（エ）ヘルスプロモーションシステム特論 

多様な健康レベル・領域のヘルスプロモー

ションに関する国内外の実践例について，

その成果の検証方法や妥当性をエビデンス

レベルも考慮したうえで考察する。そのう

えで，個人や地域が抱える健康課題を解決

し，より健康的な社会へと導くための持続

可能なシステムを考案し，成果の検証方法

について言及する。さらに，そのシステム

を構築・維持・発展させるための保健福祉

人材の能力開発方法を提案する。 

多様な健康レベル・領域のヘルスプロモー

ションにおいて，効果的な多職種連携を促

進できる能力を修得するための科目に位置

付けられる。全ての専門分野領域における

基礎的科目であるため必修科目とする。 

エ ヘルスプロモーションシステム特論

健康的な個人と地域を維持・増進するための

多面的な方法について統合的に学修する。個

人や地域が抱える葛藤やディレンマを解消

し，より健康的な社会へと導くためのシステ

ムを考案する能力を修得する。持続的にヘル

スプロモーションが可能となるシステムを創

造するための「保健福祉サービスの検証」と

「専門能力開発の推進」を行う能力を修得す

ることを目標とする。 
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

６ シラバスの記載について，オムニバス形式で実施する科目における各教員の授業回数が示さ

れていない科目がある，「到達目標」の書き方が統一されていないなど，不備が散見されるた

め，網羅的に確認を行い，適切に改めること。 

（対応） 

学生が，それぞれの授業の「到達目標」を理解でき，カリキュラム上の位置づけを意識するた 

めに，シラバス（授業概要）に記載する内容を見直し，書き方を統一しました。 

資料１ シラバス（授業概要） 

（新旧対照表）シラバス（授業概要） 資料１ 

新 旧 

○授業科目

○担当教員氏名

○研究室の場所

○連絡先電話番号

○オフィスアワー

○e-mail／HP

○授業の形式・方法

○単位数（時間数）

○履修要件

○

○キーワード 

○カリキュラム・ポリシーとの関連（カリキ

ュラム上の位置づけ） 

○授業の目標

○授業の内容

○成績評価の方法

○テキスト

○参考文献

○備考（履修上のアドバイス，禁止行為等）

○授業科目

○担当教員氏名

○研究室の場所

○連絡先電話番号

○オフィスアワー

○e-mail／HP

○授業の形式・方法

○単位数（時間数）

○履修要件

○免許等指定科目

○キーワード

○授業の目標とカリキュラム上の位置づけ

○授業の内容

○成績評価の方法

○テキスト

○参考文献

○備考（履修上のアドバイス，禁止行為等
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

７ 修了要件について，「研究科委員会が優れた研究業績を上げたと認める学生については，２

年以上在学すれば足りるものとする。」とあるが，どのような研究業績についてどのような手

続きで「認める」ものであるかが不明確であるため，具体的に説明すること。 

（対応） 

早期終了を認める者の，具体的な要件を記載しました。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記した書類（25ページ） 

新 旧 

５ 修了要件 

（１）単位 

共通科目必修２単位を含む４単位以上，専門

支持科目必修２単位を含む４単位以上，専門

科目 16単位以上，合計 24単位以上を修得す

る。（資料 11） 

（２）修了要件 

博士課程後期を修了するためには，休学期間

を除き，３年以上在学すること及び 24単位

以上を修得すること並びに必要な研究指導を

受けた上で，博士論文審査及び最終試験に合

格することが必要である。 

ただし，在学期間に関しては，研究科委員会

が優れた研究業績を上げたと認める学生につ

いては，２年以上在学すれば足りるものとす

る。 

 優れた研究業績とは，学位論文の完成，お

よびその一部が，提出までに筆頭著者とし

て，学会での研究発表を行い，学外の査読付

き学術論文（医中誌 Webや PubMedなど主要

な医療系文献データベースのほか，J-STAGE

や CiNiiなど人文・社会科学系の学術誌が含

まれる主要な文献データベースに収載されて

いるもの）に掲載（掲載確定通知も可）され

ていることとする。論文掲載誌のインパクト

ファクター，あるいは日本学術会議に登録さ

れている学術団体発行の学術誌であることを

確認し，修了の可否を判断する。 

５ 修了要件 

（１）単位 

共通科目必修２単位を含む４単位以上，専門

支持科目４単位以上，専門科目 16単位以

上，合計 24単位以上を修得する。（資料８） 

（２）修了要件 

博士課程後期を修了するためには，休学期間

を除き，３年以上在学すること及び 24単位

以上を修得すること並びに必要な研究指導を

受けた上で，博士論文審査及び最終試験に合

格することが必要である。 

ただし，在学期間に関しては，研究科委員会

が優れた研究業績を上げたと認める学生につ

いては，２年以上在学すれば足りるものとす

る。 
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

８ 授業科目について，以下の点を明確に説明するとともに，必要に応じて適切に改めること。 

  （１）ディプロマ・ポリシーにおいて「地域課題の理解・解決」，「サービスの科学的検証」

といった包括的な方針を掲げているにもかかわらず，「作業遂行障害学」のように学部

教育段階で履修するような特定の障害に特化した授業科目が見受けられるので，博士後

期課程の授業科目として適切な内容及び名称になっているか網羅的に確認すること。 

（２）「ヒューマンサービス分野」の「サービス」という文言について，ディプロマ・ ポリ

シーにおける「サービス」との違いが不明確であるため，「サービス」の定義を明確にし

た上で，具体的に説明すること。 

（対応） 

（１）シラバスを網羅的に確認し，博士課程後期の授業科目として適切な内容になるように修正 

しました。 

（２）ディプロマ・ポリシーにおける「サービス」は，保健福祉における多様なサービスを含み 

ます。 

ヒューマンサービス分野の「サービス」は，生活問題を個人，家族，社会それぞれの側面 

及び全体システムとして理解・解決するための包括的支援体系と定義しています。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

９ アドミッション・ポリシーとして, 「保健福祉において専門職としての実務経験をもち，修

士課程において保健福祉における研究を行い，論文を執筆した経験があり」としているが，実

務経験や論文を執筆した経験についての具体的な基準が記載されていないため，具体的に記載

すること。 

（対応） 

  実務経験等について，次のとおり説明しました。 

○ 保健福祉において専門職としての実務経験

保健福祉の専門資格に基づく実践経験です。例えば，看護師資格を有して病棟看護師とし

て勤務した経験がこれに相当します。 

○ 保健福祉における研究を行い，論文を執筆した経験

論文の完成を求める学位（修士）の取得や，査読のある学術誌に掲載された論文を執筆し

た経験がこれに相当します。 

なお，１は，出願時に提出される「履歴書」で，２は，修士論文の提出又は学術誌へ掲載

された論文の別刷の提出で確認します。 

個別学力試験は，英語，小論文及び口述試問を課し，それにより専門知識，課題解決能

力，研究への意欲等を総合的に評価します。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（30～31ページ） 

新 旧 

２ 出願資格

看護師，保健師，助産師，理学療法士，作業

療法士，言語聴覚士，社会福祉士，精神保健

福祉士等の医療・保健・福祉の専門職資格を

持つ者，教育職員免許状を持つ者又は保健福

祉行政に従事する者であって，かつ保健福祉

関連の実務経験を持ち，医療を含む保健福祉

学における研究を行い，論文を執筆した経験

がある者とし,次のいずれかに該当する者。 

２ 出願資格

看護師，保健師，助産師，理学療法士，作業

療法士，言語聴覚士，社会福祉士，精神保健

福祉士等の医療・保健・福祉の専門職資格を

持つ者，教育職員免許状を持つ者又は保健福

祉行政に従事する者であって，かつ保健福祉

関連の実務経験のある者で，次のいずれかに

該当する者。なお，（７）を除き，入学の前

年度末までにこれに該当することとなる者を

含む。 
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

10 社会人学生の入学者選抜における評価基準及び長期履修生の学納金の取扱いが不明確である

ため，入学者選抜時に学生に対し示す資料を検討の上，具体的に記載すること。 

（対応） 

１ 社会人学生の入学者選抜における評価基準 

「保健福祉において専門職としての実務経験を持つこと」を入学者の受入方針としているた

め，入学者選抜において社会人学生に対する特別な評価基準は設定していません。 

２ 長期履修生の学納金の扱い 

⑴ 設置の趣旨等を記載した書類

第９ 入学者選抜の概要に「５ 長期履修者の学納金」の項目を設けました（p.31）。

５ 長期履修者の学納金 

年額授業料は，現行の学部生及び大学院修士課程学生と同様に 535,800円とする。 

また，長期履修学生の授業料年額にあっては，年額授業料 535,800円に標準修業年限の年 

数である 3 を乗じて得た額を当該学生が認められた修業期間の年数で除した額とする。 

表 11 長期履修制度に係る授業料 （単位：円） 

区分 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 合計 

標 準 年 限

（３年） 
535,800 535,800 535,800 － － － 1,607,400 

長 期 履 修

（４年） 
401,850 401,850 401,850 401,850 － － 1,607,400 

長 期 履 修

（５年） 
321,480 321,480 321,480 321,480 321,480 － 1.607,400 

長 期 履 修

（６年） 
267,900 267,900 267,900 267,900 267,900 267,900 1,607,400 

注１）在学中に授業料の改定がある場合及び長期履修期間の変更（短縮）が認められた場合は，授業料を再 

  計算する。 

  注２）長期履修学生が，長期履修時間内に修了することができず，次期に在学する場合の授業料は，一般学 

生が納付する額（半期 267,900円，年間 535,800円）と同額とする。 

⑵ 学生確保の見込み等を記載した書類（p.５）

（新旧対照表） 

新 旧 

１ 学生確保の見通し及び申請者としての取

組状況 

⑴ 学生確保の見通し

ウ 学生納付金の設定の考え方

１ 学生確保の見通し及び申請者としての取

組状況 

⑴ 学生確保の見通し

ウ 学生納付金の設定の考え方
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本学の授業料，入学料及び入学考査料の徴収

については，「広島県公立大学法人授業料 

等に関する規程（法人規程第 81号）」の定め

るところによる。 

(ｱ) 授業料

年額授業料は，現行の学部生及び大学院修士

課程学生と同様に 535,800円とする。 

また，長期履修学生の授業料年額にあって

は，年額授業料 535,800円に標準修業年限の

年数である３を乗じて得た額を当該学生が認

められた修業期間の年数で除した額とする。 

表２ 長期履修制度に係る授業料 

※(１)と同じ表を挿入 

(ｲ) 入学料

入学料は，現行の学部生及び大学院修士課程

学生と同様に，県内居住者 282,000 円，県外 

居住者 394,800 円とする。 

(ｳ) 検定料

検定料は，現行の大学院修士課程学生と同様

に，30,000円とする。 

本学の授業料，入学料及び入学考査料の徴収

については，「公立大学法人県立広島大学授

業料 

等に関する規程（法人規程第 81号）」の定め

るところによる。 

(ｱ) 授業料

年額授業料は，現行の学部生及び大学院修士

課程学生と同様に 535,800 円とする。 

また，長期履修学生の授業料年額にあって

は，年額授業料 535,800 円に標準修業年限の

年数である 3 を乗じて得た額を当該学生が認

められた修業期間の年数で除した額とする。 

(ｲ) 入学料

入学料は，現行の学部生及び大学院修士課程

学生と同様に，県内居住者 282,000 円，県外 

居住者 394,800 円とする。 

(ｳ) 検定料

検定料は，現行の大学院修士課程学生と同様

に，30,000円とする。 
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻(Ⅾ） 

11 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから，教育研究の継続性を踏まえ，若手教員の

採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。 

（対応） 

設置の趣旨等を記載した書類 第５ 教員組織 ２ 教員の年齢 に博士課程後期の教員を 

除く修士課程の教員に ついて年齢構成を記載した表を加え，教員採用計画を説明しました

（p19～20）。

完成年度以降に退職する教員の担当科目及び研究指導を担当する教員は，原則として公募

により当該教員と同等の教育研究業績をもつ教員を採用し，担当させる予定である。 

表３-２のとおり，修士課程（博士課程前期）のみを担当する教員が 25名在職し，その 

うち 12名は修士課程の研究指導を行っている。専門分野について優れた研究業績をもち，

指導能力の高い若手教員の昇進を含め，博士課程後期の教員組織への参加を推進する計画で

ある。 

表３-２ 修士課程（博士課程前期）のみを担当する教員の年齢構成 

分野・領域 職位 30歳台 40歳台 50歳台 60歳台 合計 

令

和

４

年

度 

地域保健学・実践看護学分野 
教授 ０ ０ ２(1) ０ ２(1) 

准教授 ０ １ ５(1) ０ ６(1) 

運動行動障害学領域 
教授 ０ ２(2) １(1) ０ ３(3) 

講師 ０ １ ０ ０ １ 

作業遂行障害学領域 
教授 ０ ０ １(1) ０ １(1) 

准教授 ０ １ ０ ０ １ 

コミュニケーション障害・脳

科学領域 

教授 ０ ０ ３(3) １(1) ４(4) 

准教授 ０ ０ １(1) ０ １(1) 

ヒューマンサービス分野 
教授 ０ ０ １(1) ０ １(1) 

准教授 ２ ２ ０ １ ５ 

合  計 ２ ７(2) 14(9) ２(1) 25(12) 

令

和

６

年

度 

地域保健学・実践看護学分野 
教授 ０ ０ ２(1) ０ ２(1) 

准教授 ０ １ ５(1) ０ ６(1) 

運動行動障害学領域 
教授 ０ ２(2) １(1) ０ ３(3) 

講師 ０ １ ０ ０ １ 

作業遂行障害学領域 
教授 ０ ０ １(1) ０ １(1) 

准教授 ０ １ ０ ０ １ 

コミュニケーション障害・脳

科学領域 

教授 ０ ０ ２(2) ２(2) ４(4) 

准教授 ０ ０ １(1) ０ １(1) 

ヒューマンサービス分野 
教授 ０ ０ ０ １(1) １(1) 

准教授 ０ ４ ０ 1 ５ 

合  計 ０ ９(2) 12(7) ４(3) 25(12) 

※（ ）は研究指導を行う教員数 
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（改善事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻（Ⅾ） 

12 社会的な人材需要の動向及び学生確保の見通しの根拠となる客観的なデータとして示されて

いる，大学院教育(博士後期課程)に対するニーズ調査が平成 30年に実施されたものである

が，それ以降における新しい客観的なデータを示して説明することが望ましい。 

（対応） 

  直近２年間（令和元年度及び令和２年度）の修了生及び在学生にアンケートを行い，最新の

ニーズを調査し（資料２），その結果を踏まえて次のとおり，定員を確保する見込みを説明し

ました。 

（新旧対照表） 

⑴ 設置の趣旨を記載した書類（p.４～５）

新 旧 

第１ 設置の趣旨及び必要性 

２ 社会的ニーズ 

（１）志願者 

平成 17年の県立広島大学の設置と同時に，

人間，文化，経営，情報，生命，環境，保

健福祉の分野を総合した大学院総合学術研

究科が設置された。その一翼を担う保健福

祉学専攻修士課程には，看護師，保健師，

助産師，理学療法士，作業療法士，言語聴

覚士，社会福祉士，精神保健福祉士等とし

て活躍する社会人が多く入学し，各専門分

野における研究に取り組んできた。修了生

は，卒業後も同じ職場に留まり，後輩の指

導，提供するサービスの質の向上に取り組

み，より責任ある立場の専門職として活躍

している。修了生には中国，韓国，南米か

らの留学生も含まれており，加えて平成 28

年度の修了生は国立の研究機関に就職する

など活躍している。 

保健福祉学専攻修士課程は，開設から 16年

間継続して定員を充足しており，令和元年

度及び令和 2年度の修士課程修了者 43名

中，本専攻博士課程後期進学希望者（検討

中を含む。）は 21名である（資料２）。 

第１ 設置の趣旨及び必要性 

２ 社会的ニーズ 

（１）志願者 

平成 17年の県立広島大学の設置と同時に，

人間，文化，経営，情報，生命，環境，保

健福祉の分野を総合した大学院総合学術研

究科が設置された。その一翼を担う保健福

祉学専攻修士課程には，看護師，保健師，

助産師，理学療法士，作業療法士，言語聴

覚士，社会福祉士，精神保健福祉士等とし

て活躍する社会人が多く入学し，各専門分

野における研究に取り組んできた。修了生

は，卒業後も同じ職場に留まり，後輩の指

導，提供するサービスの質の向上に取り組

み，より責任ある立場の専門職として活躍

している。修了生には中国，韓国，南米か

らの留学生も含まれており，加えて平成 28

年度の修了生は国立の研究機関に就職する

など活躍している。 

保健福祉学専攻修士課程は，開設から 16年

間継続して定員を充足しており，過去３年

間でみると，修士課程修了者 70名中，庄原

キャンパスや他大学の博士課程後期進学者

は 10名，三原キャンパスでの進学希望者

（検討中を含む，以下同じ。）は 25名であ

り，博士課程後期の進学者と進学希望者を
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合わせると，修士課程修了者の半数にも上

る。 

⑵ 学生確保の見通し等を記載した書類（○ページ）

新 旧 

１ 学生の確保の見通し及び申請者として

の取組状況 

⑴ 学生の確保の見通し

 本学は，大学院総合学術研究科に保健福

祉学専攻修士課程を設置しており，今回は

専攻の課程を変更し，修士課程を博士課程

前期に改めるとともに，博士課程後期を設

置する。 

ア 定員充足の見込み

入学定員は，分野・領域それぞれから１名

程度を見込んで５名とした。専任教員は 26 

名（教授 24名，准教授２名）で編制し，十

分な教育・研究指導ができると考えてい

る。なお，次に示す根拠に基づき,定員を確

保できる見込みである。 

１ 学生の確保の見通し及び申請者として

の取組状況 

⑴ 学生の確保の見通し

 本学は，大学院総合学術研究科に保健福

祉学専攻修士課程を設置しており，今回は

専攻の課程を変更し，修士課程を博士課程

前期に改めるとともに，博士課程後期を設

置する。 

ア 定員充足の見込み

本学が博士課程後期において養成する人材

像は，「保健・医療・福祉の現場やこれに関

する行政の場において，地域における保

健・医療・福祉サービスの向上に寄与する

ことができる高度専門職業人」の指導者層

である。養成した指導者層は，高度な専門

的知識や技術に基づいて，専門職の生涯学

習を支える教育活動や，最新の理論及び実

践的技術を開発する研究力を背景に，県や

市町村の保健・医療・福祉政策のアドバイ

ザー等として地域貢献の役割を担うことが

できる人材でもある。保健・医療・福祉に

おける多岐にわたる人材養成のニーズを充

足するため，本専攻修士課程に設置されて

いる「地域保健学・実践看護学分野」「総合

リハビリテーション分野」「ヒューマンサー

ビス分野」の 3分野及び「総合リハビリテ

ーション分野」における「運動行動障害学

領域」「作業遂行障害学領域」「コミュニケ

ーション障害・脳科学領域」の 3領域を，

博士課程後期においても開設する。 

入学定員について，分野・領域の各々に

「高度専門職業人」を目指す学生各 1名程

度の入学を想定し，入学定員を 5名とし

た。また，博士課程後期の標準修業年限を 3
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（根拠１）在学生及び本専攻修士課程を修

了した者の多くが本学博士課程後期への進

学を希望している。 

（ｱ）令和３（2021）年６月調査 

本専攻直近２年間の修了生（43名）及び本

専攻修士課程在籍者（53名,うち有職者 

51名）に対して，本専攻博士課程後期への

進学希望を調査したところ，進学を希望す

る者が 37名（回答者の 56.9％）おり，本学

に定員５名の博士課程後期を設置しても，

定員を充足する見込みが高い（資料１）。 

（ｲ）平成 30（2018）年６月調査 

本専攻修士課程修了生 83名に対し，博士課

程後期への進学希望調査を行ったとこ 

ろ，88％に当たる 73名から回答があり，進

学希望者は６名であった。 

授業時間帯などの条件が合えば進学を希望

する者は 46名おり，あわせて 52名（回 

答者中の 71.2％）の進学希望者があった。

うち半数の 26名は修了後３年以内の者で 

あり，定員を充足する見込みが高い（資料

２－１）。 

（根拠２）本専攻と近い領域の博士課程後

期進学状況が，過去３年間で 100％を超えて

いる。 

本専攻と近い領域の教育機関である広島大

学大学院医系科学研究科 総合健康科学専攻 

保健科学プログラム博士課程後期の過去３

年間の定員充足率は平成 30年度 140.0％，

平成 31年度 100％，令和２年度 94.7％で，

平均すると 111.6％に上っている。 

年としていることから，収容定員を 15名と

した。専任教員として学生指導に当たるの

は教授 26名，准教授２名の 28名であり，

十分な教育・研究指導体制をとれると認識

している。また，以下に示す根拠にもとづ

くと，定員充足の見込みは極めて高いと考

える。 

 

（根拠１）現在，専門機関等に在職しなが

ら本専攻の修士課程を修了した者の多くが

本専攻博士課程後期への進学に強い意欲を

示している。 

平成 30（2018）年 6月に，本専攻修士課程

修了生 83名に対し，博士課程後期への就学

ニーズ調査を行ったところ，88％に当たる

73名から回答があり，進学希望者が 6名に

加え，授業時間帯などの条件が合えば進学

を希望する者が 46名にのぼり，双方あわせ

て 52名（回答者中 71.2％）の就学希望者が

あった。うち半数に当たる 26名は修了後 3

年以内の者であり，本専攻博士課程後期へ

の強い就学ニーズがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（根拠２）本専攻の近接領域の大学院博士

課程後期の就学状況をふまえると，過去３

年間で 100％を超えている。 

本専攻の近接領域での教育機関である広島

大学大学院医系科学研究科 総合健康科学専

攻 保健科学プログラム博士課程後期の過去

3年間の定員充足率は平成 30年度

140.0％，平成 31年度 100％，令和２年度

94.7％で，平均すると 111.6％に上ってい
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したがって，本専攻に定員５名の博士課程

後期を設置しても，定員充足の見込みが高

いと考えられる。 

る。 

したがって，本専攻に定員 5名の博士課程

後期を設置しても，定員充足の見込みが高

いと考えられる。 
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（是正事項）総合学術研究科 保健福祉学専攻（Ⅾ） 

13 社会的な人材需要の動向の根拠として，関連職能団体からの要望書や大学院教育(博士後期

課程)に対するニーズ調査等を挙げているが，本研究科の教育課程等の内容がこれらに適切に

対応しているかが不明確であるため，改めて具体的に説明すること。 

 

（対応） 

   要望書の内容を踏まえて，設置の趣旨等を記載した書類（p.５）と学生確保の見通しを記 

した書類（p.６）に，加筆しました。 

   

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（５ページ） 

新 旧 

２ 社会的ニーズ 

（２）修了者への期待 

本保健福祉学専攻では，これまで修士課程に

おいて，医療を含む保健福祉の各専門分野を

総合的に理解し，職種間連携・チームアプロ

ーチの視点から課題解決を図ることができる

高度専門職業人の育成を主目的に取り組んで

きた。修士課程の学生の多くは，国家資格を

もつ専門職として働き，自身の専門分野にお

けるサービス提供の中で生じたテーマについ

て，指導を受けながら研究を行っている。博

士課程後期では，自らの研究テーマを掘り下

げるとともに，多様な職種間連携のあり方を

学び，専門以外の研究分野とその手法につい

ても学修する。保健福祉のサービスは，今後

より効率的で効果的であることが求められ

る。既存サービスの有効性や効率性を，研究

を通して科学的に検証し，費用対効果に優れ

た新たなサービスを考案し検証する研究が必

要である。職場内，地域内において，多職種

がチームとして成果を明示するためには，研

究者としての側面をもつ高度専門職業人が必

要である。本博士課程後期入学者は，入学時

点で保健福祉における研究を行った経験があ

り，かつ自らの知識と経験に根差した研究課

題を持っている。その上で学生は，本課程に

おいて組織されている多様な分野の教員の指

導を複層的に受けることにより，研究指導教

２ 社会的ニーズ 

（２）修了者への期待 

本保健福祉学専攻では，これまで修士課程に

おいて，医療を含む保健福祉の各専門分野を

総合的に理解し，職種間連携・チームアプロ

ーチの視点から課題解決を図ることができる

高度専門職業人の育成を主目的に取り組んで

きた。修士課程の学生の多くは，国家資格を

もつ専門職として働き，自身の専門分野にお

けるサービス提供の中で生じたテーマについ

て，指導を受けながら研究を行っている。博

士課程後期では，自らの研究テーマを掘り下

げるとともに，多様な職種間連携のあり方を

学び，専門以外の研究分野とその手法につい

ても学修する。保健福祉のサービスは，今後

より効率的で効果的であることが求められ

る。既存サービスの有効性や効率性を，研究

を通して科学的に検証し，費用対効果に優れ

た新たなサービスを考案し検証する研究が必

要である。職場内，地域内において，多職種

がチームとして成果を明示するためには，研

究者としての側面をもつ高度専門職業人が必

要である。本博士課程後期入学者は，入学時

点で保健福祉における研究を行った経験があ

り，かつ自らの知識と経験に根差した研究課

題を持っている。その上で学生は，本課程に

おいて組織されている多様な分野の教員の指

導を複層的に受けることにより，研究指導教
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員による専門性の修練のみでは到達できない

視点や知識，技術を学修することになる。そ

の結果，学生は高度専門職業人として，主体

的に自らの研究課題を地域課題の解決に関連

付け，本課程の教員の指導を受けながら自立

した研究者となることができる。本学の博士

課程後期の修了者は，保健福祉における職種

の特性を十分に理解し，多様な職種間連携の

あり方を踏まえた実践と研究を行うことがで

きる。  

保健福祉のサービスが多様化し，多職種によ

るチームで行われている状況において，県内

の関連職能団体である公益社団法人広島県看

護協会（資料４－１），公益社団法人広島県

理学療法士会（資料４-２），一般社団法人

広島県作業療法士会（資料４-３），一般社

団法人広島県言語聴覚士会（資料４-４），

広島県医療ソーシャルワーカー協会（資料４

-５），広島県精神保健福祉士協会（資料４-

６），公益社団法人広島県介護福祉士会（資

料４-７），一般社団法人広島県介護支援専

門員協会（資料４-８），一般社団法人広島

県医師会（資料４-９），三原市医師会（資

料４-10）から，本専攻に博士課程後期を設

置することに強い要望が寄せられている。博

士課程修了者には，自らの専門分野における

高度な知識と確かな実践力を備えているだけ

でなく，教育と研究におけるリーダーとして

の役割が期待されている。本課程では，地域

が抱える保健福祉サービスの課題を的確に特

定し，多職種が連携して質の高いサービスが

提供できるよう生涯研修システムを構築する

能力をもつ人材を育成することから，こうし

た関連団体の要望に対応できる。 

員による専門性の修練のみでは到達できない

視点や知識，技術を学修することになる。そ

の結果，学生は高度専門職業人として，主体

的に自らの研究課題を地域課題の解決に関連

付け，本課程の教員の指導を受けながら自立

した研究者となることができる。本学の博士

課程後期の修了者は，保健福祉における職種

の特性を十分に理解し，多様な職種間連携の

あり方を踏まえた実践と研究を行うことがで

きる。  

保健福祉のサービスが多様化し，多職種によ

るチームで行われている状況において，県内

の関連職能団体である公益社団法人広島県看

護協会（資料３-１），公益社団法人広島県

理学療法士会（資料３-２），一般社団法人

広島県作業療法士会（資料３-３），一般社

団法人広島県言語聴覚士会（資料３-４），

広島県医療ソーシャルワーカー協会（資料３

-５），広島県精神保健福祉士協会（資料３-

６），公益社団法人広島県介護福祉士会（資

料３-７），一般社団法人広島県介護支援専

門員協会（資料３-８），一般社団法人広島

県医師会（資料３-９），三原市医師会（資

料３-10）から，本専攻に博士課程後期を設

置することに強い要望が寄せられている。 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記した書類（p.６） 

新 旧 

２ 人材需要の動向等社会の要請 

（２）上記⑴が社会的，地域的な人材需要の

２ 人材需要の動向等社会の要請 

（２）上記⑴が社会的，地域的な人材需要
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動向等を踏まえたものであることの客観的な

根拠 

イ 関連職能団体からのニーズ

本専攻博士課程後期の設置について，広島県

内にある公益社団法人広島県看護協会（資料

４－１），公益社団法人広島県理学療法士会

（資料４－２），一般社団法人広島県作業療法

士会（資料４－３），一般社団法人広島県言語

聴覚士会（資料４－４），広島県医療ソーシャ

ルワーカー協会（資料４－５），広島県精神保

健福祉士協会（資料４－６），公益社団法人広

島県介護福祉士会（資料４－７），一般社団法

人広島県介護支援専門員協会（資料４－８），

一般社団法人広島県医師会（資料４－９）,三

原市医師会（資料４－10）から要望書が提出

されており，博士課程修了者には，自らの専

門分野における高度な知識と確かな実践力を

備えているだけでなく，教育と研究における

リーダーとしての役割が期待されている。本

課程では，地域課題を具体的に特定し，多職

種が連携して質の高いサービスが提供できる

よう生涯研修システムを構築する能力をもつ

人材を育成することから，こうした関連団体

の要望に対応できる。 

の動向等を踏まえたものであることの客観

的な根拠 

イ 関連職能団体からのニーズ

本専攻博士課程後期の設置について，広島

県内にある公益社団法人広島県看護協会

（資料３－１），公益社団法人広島県理学療

法士会（資料３－２），一般社団法人広島県

作業療法士会（資料３－３），一般社団法人

広島県言語聴覚士会（資料３－４），広島県

医療ソーシャルワーカー協会（資料３－

５），広島県精神保健福祉士協会（資料３－

６），公益社団法人広島県介護福祉士会（資

料３－７），一般社団法人広島県介護支援専

門員協会（資料３－８），一般社団法人広島

県医師会（資料３－９）,三原市医師会（資

料３－10）の意向を確認したところ，それ

ぞれ本専攻に博士課程後期を設置すること

に強い期待を示していた。 
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